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１．業務状況  

下水道は、市民が安心・安全に生活していくうえで欠かすことのできない施設であり、生活環境の

改善（汚水の排除）、浸水の防除（雨水の排除）、公共用水域の保全という重要な役割を担っています。 

  当市の下水道は、昭和 61 年度から流域関連公共下水道事業に着手し、積極的に整備を進めてきま

した。 

平成 28年度末における供用開始区域内人口は 53,798 人となり、普及率は 95.57％でした。水洗便

所設置済人口は 45,864人となり、水洗化率は 85.25％でした。 

また、年間処理水量 5,748,826 ㎥に対し、使用料算定の対象となった有収水量は 4,721,840 ㎥とな

り、有収率は 82.14％でした。 
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単位：千㎥ 汚水処理水量と有収水量の推移 

有収水量 処理水量 有収率 

項目 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 

① 行政区域内人口 55,185人 55,391人 55,951人 56,293人 

② 供用開始域内人口 52,850人 53,009人 53,476人 53,798人 

③ 水洗便所設置済人口 43,863人 44,463人 45,230人 45,864人 

④ 普及率（②／①） 95.77％ 95.77％ 95.58％ 95.57％ 

⑤ 水洗化率（③／②） 83.00％ 83.88％ 84.58％ 85.25％ 

⑥ 年間汚水処理水量 5,436,375 ㎥ 5,847,988 ㎥ 5,924,971 ㎥ 5,748,826 ㎥ 

⑦ 年間有収水量 4,582,930 ㎥ 4,627,959 ㎥ 4,700,165 ㎥ 4,721,840 ㎥ 

⑧ 有収率（⑦／⑥） 84.30％ 79.14％ 79.33％ 82.14％ 
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２．決算状況 

 下水道事業会計は、施設の運転・管理など下水道事業の経営活動によって生じる収益的収支と、下

水道施設の整備・改修などの建設事業に必要な資本的収支に分かれています。 

 収益的収支 (税抜 )は、下水道事業収益が 2,334,397,517 円 (0.29％増 )、下水道事業費用が

2,191,527,812円(1.07%減)となり、当年度純利益は 142,869,705円となりました。                         
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単位：千円 

項目 公共 特環 農集 合計 

下水道使用料 617,944,080円 79,452,575円 33,362,010円 730,758,665円 

雨水処理負担金 96,216,646円 0円 0円 96,216,646円 

受託収益 292,165円 0円 0円 292,165円 

その他営業収益 268,900円 34,300円 17,600円 320,800円 

受取利息及び配当金 4,239円 0円 0円 4,239円 

他会計補助金 135,297,865円 17,207,646円 69,619,192円 222,124,703円 

他会計負担金 536,740,780円 72,675,587円 61,231,079円 670,647,446円 

長期前受金戻入益 506,216,810円 60,881,204円 42,252,840円 609,350,854円 

雑収益 756,681円 3,594,418円 330,900円 4,681,999円 

収益合計 1,893,738,166円 233,845,730円 206,813,621円 2,334,397,517円 

維持管理費 496,248,639円 62,662,997円 79,185,685円 638,097,321円 

減価償却費 924,083,183円 109,628,799円 82,566,257円 1,116,278,239円 

受託浄化槽事業費 292,017円 0円 0円 292,017円 

支払利息 350,305,726円 42,095,371円 20,917,662円 413,318,759円 

雑支出 17,054,392円 1,291,057円 5,196,027円 23,541,476円 

費用合計 1,787,983,957円 215,678,224円 187,865,631円 2,191,527,812円 

当年度純利益 105,754,209円 18,167,506円 18,947,990円 142,869,705円 

収益的収支 
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資本的収支(税込)は、資本的収入が980,264,040円(9.25%増)、資本的支出が1,589,263,019円(8.40％

増)となりました。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 608,998,979 円は、減債積立金 112,205,105

円、過年度分損益勘定留保資金 74,920,464 円、当年度分損益勘定留保資金 421,422,410 円、繰越工

事資金 451,000円で補てんしました。 
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項目 公共 特環 農集 合計 

建設改良債 45,400,000円 0円 0円 45,400,000円 

資本費平準化債 540,000,000円 70,000,000円 30,000,000円 640,000,000円 

他会計負担金 150,305,544円 28,843,767円 1,213,729円 180,363,040円 

受益者負担金 60,982,700円 10,057,500円 0円 71,040,200円 

分担金 0円 0円 960,800円 960,800円 

国庫補助金 42,500,000円 0円 0円 42,500,000円 

資本的収入合計 839,188,244円 108,901,267円 32,174,529円 980,264,040円 

建設改良費 177,015,466円 32,564,126円 2,189,507円 211,769,099円 

企業債元金償還金 1,167,143,052円 135,238,075円 75,112,793円 1,377,493,920円 

資本的支出合計 1,344,158,518円 167,802,201円 77,302,300円 1,589,263,019円 

資本的収支不足額 504,970,274円 58,900,934円 45,127,771円 608,998,979円 

資本的収支 
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３．経営の状況 

（１）下水道使用料 

   下水道使用料収入は 730,758,665円となり、前年度と比較して 0.19%増加しました。事業別で 

は、公共下水道事業が 617,944,080円(0.01%増)、特定環境保全公共下水道事業が 79,452,575円 

(1.28%増)、農業集落排水事業が 33,362,010円(0.95％増)となりました。 

 過去 4年間の推移を見ると、全体では微増の傾向となっています（平成25年度から2.79％増）。 

事業別では、公共下水道事業・特定環境保全公共下水道事業については増加傾向（平成 25年度 

からそれぞれ 2.84％増・4.67％増）ですが、農業集落排水事業は減少傾向（平成 25年度から 2.17％ 

減）となっています。 
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項目 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 

公 共 600,887千円 608,930千円 617,867千円 617,944千円 

特 環 75,911千円 76,045千円 78,452千円 79,453千円 

農 集 34,101千円 33,671千円 33,049千円 33,362千円 

合 計 710,899千円 718,646千円 729,368千円 730,759千円 

公共・特環は増収、農集は減収 
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（２）一般会計繰入金 

   下水道事業会計は、経費の負担区分に基づいて一般会計が負担することとされている経費（雨 

水処理に要する経費、使用料収入で賄うことのできない減価償却費や利子償還に要する経費等） 

について、一般会計から繰入を行っています。 

平成 28年度の一般会計からの繰入金は 1,169,644,000円となり前年度と比較して 0.94%増加 

しました。事業別では、公共下水道事業が 918,853,000 円(0.06%増)、特定環境保全公共下水道

事業が 118,727,000円(7.22%増)、農業集落排水事業が 132,064,000 円(1.86％増)となりました。 
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項目 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 

公 共 932,606千円 897,344千円 918,338千円 918,853千円 

特 環 137,873千円 107,286千円 110,730千円 118,727千円 

農 集 120,881千円 125,504千円 129,657千円 132,064千円 

合 計 1,191,360千円 1,130,134千円 1,158,725千円 1,169,644千円 
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（３）企業債発行額 

    企業債の発行額は 685,400,000円となり前年度と比較して 4.21%増加しました。内訳は建設改

良債が 45,400,000円、資本費平準化債が 640,000,000円でした。 

 

   

 

（４）企業債元利償還金 

    企業債の元利償還金は 1,790,812,679円となり前年度と比較して 3.5%増加しました。元利償還

金のピークは平成 31年、元金償還金のピークは平成 34年を予定しています。 
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（５）企業債残高 

   企業債は、借入を 685,400,000 円（うち資本費平準化債 640,000,000 円）、償還（元金）を

1,377,493,920 円行い、年度末残高は前年度から 692,093,920 円削減され、19,997,382,515 円と

なりました。 
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項目 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 

公 共 18,676,613千円 18,112,095千円 17,599,149千円 17,017,406千円 

特 環 2,159,572千円 2,096,052千円 2,022,301千円 1,957,063千円 

農 集 1,151,093千円 1,110,039千円 1,068,027千円 1,022,914千円 

合 計 21,987,278千円 21,318,186千円 20,689,477千円 19,997,383千円 

3年間で約 20億円削減 
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（６）経営の指標 

   使用料単価は、有収水量１㎥当たりの使用料収入で使用料の水準を表しています。また、汚水処

理原価は、有収水量１㎥当たりの汚水処理費用で、汚水処理の水準を表しています。汚水処理に係

る費用を使用料収入でどれだけ賄えているかを示す、経費回収率は 3 事業合計で 79.26%となりま

した。 
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 127.79円 , 65% 

企業債利息,  

24.57円 , 13% 

減価償却費,  

36.41円 , 19% 

職員給与費,  

6.48円 , 3% 汚水処理原価費の内訳 

（195.25円/㎥） 

維持管理費 

企業債利息 

減価償却費 

職員給与費 

項目 公共 特環 農集 3事業合計 

使用料単価(円/㎥） 155.14円 153.13円 151.77円 154.76円 

汚水処理原価(円/㎥) 184.42円 188.51円 407.58円 195.25円 

経費回収率 84.12% 81.23% 37.24% 79.26% 



経営の指標

経常収支比率（％）

公共 特環 農集 3事業計 平均（公共） 平均（特環） 平均（農集） 【算式】

（営業収益＋営業外収益）÷

（営業費用＋営業外費用）×１００

【説明】

特別損益を除く経常的な活動における収支を示した指標である。１００％を超えて比率が高いほど経営成績は良好といえる。

累積欠損比率（％）

公共 特環 農集 3事業計 平均（公共） 平均（特環） 平均（農集） 【算式】

当年度未処理欠損金÷

（営業収益－受託工事収益）×１００

【説明】

営業収益に対する累積欠損金の状況を表す指標である。累積欠損金が発生していないことを示す０％であることが求められる。

流動比率（％）

公共 特環 農集 3事業計 平均（公共） 平均（特環） 平均（農集） 【算式】

流動資産÷流動負債×１００

【説明】

短期債務に対する支払能力を示した指標である。１００％を下回っていると不良債務が発生していることになる。

流動負債には建設改良費等に充てられた企業債が含まれる。

企業債残高対事業規模比率（％）

公共 特環 農集 3事業計 平均（公共） 平均（特環） 平均（農集） 【算式】

(企業債現在高 － 一般会計負担額)÷

(営業収益-受託収益-雨水処理負担金)

【説明】

料金収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標である。

経費回収率（％）

公共 特環 農集 3事業計 平均（公共） 平均（特環） 平均（農集） 【算式】

下水道使用料÷

汚水処理費（公費負担分を除く）

【説明】

汚水処理に係る費用を使用料収入でどれだけ賄えているかを示す。一般的にこの数値が100％に近いほど

独立採算に近い経営状況である。

汚水処理原価（円/㎥）

公共 特環 農集 3事業計 平均（公共） 平均（特環） 平均（農集） 【算式】

汚水処理費（公費負担分を除く）÷

年間有収水量

【説明】

有収水量１㎥当たりの汚水処理費で、汚水処理費の水準を示す。

52.19%

184.42 188.51 407.58 195.26 188.12 246.72 296.14

84.12% 81.23% 37.24% 79.26% 84.32% 66.22%

29.45%

2421.55% 1973.99% 3042.06% 2401.08% 1031.56% 1434.89% 1081.80%

40.88% 93.05% 76.66% 49.53% 57.35% 49.07%

99.64%

0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 18.92% 101.85% 214.61%

105.91% 108.42% 110.09% 106.52% 107.40% 100.94%
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施設利用率（％）

公共 特環 農集 3事業計 平均（公共） 平均（特環） 平均（農集） 【算式】

185.49% 157.60% 晴天時一日平均処理水量÷

(44.08%) （45.41%） 晴天時現在処理能力

【説明】

※（）は流域下水道分を除いた数値。

水洗化率（％）

公共 特環 農集 3事業計 平均（公共） 平均（特環） 平均（農集） 【算式】

現在水洗便所設置済人口÷

現在処理区域内人口

【説明】

有形固定資産減価償却率（％）

公共 特環 農集 3事業計 平均（公共） 平均（特環） 平均（農集） 【算式】

有形固定資産減価償却累計額÷

有形固定資産(償却対象資産)の帳簿原価

【説明】

管渠老朽化率（％）

公共 特環 農集 3事業計 平均（公共） 平均（特環） 平均（農集） 【算式】

法定耐用年数を経過した管渠延長÷

下水道布設延長

【説明】

法定耐用年数を超えた管渠延長の割合を表した指標で、管渠の老朽化度合いを示している。

管渠改善率（％）

公共 特環 農集 3事業計 平均（公共） 平均（特環） 平均（農集） 【算式】

改善管渠延長÷下水道布設延長

【説明】

当該年度に更新した管渠延長の割合を表した指標で、管渠の更新ペースや状況が把握できる。

0.01%0.00% 0.00% 0.07% 0.01% 0.38% 0.07%

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、資産の老朽化度合いを示している。

0.15% 0.00% 0.00% 0.12% 0.01% 0.04% 0.00%

現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置している人口の割合を表した指標である。

13.47% 12.92% 15.99% 13.59% 18.29% 22.79% 22.41%

施設の処理能力に対する、処理水量の割合で、施設の利用状況や適正規模を判断する指標である。

84.46% 88.34% 91.20% 85.25% 86.78% 82.90% 84.32%

- 53.0% 60.00% 41.35% 52.31%
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